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は し が き

「国際取引法」の現代における広がり
　本書は「国際取引法」の入門書である。とはいっても本書は，国
際的な物品売買の法的規律のみを扱っているわけではない。とくに，
第 3編，第4編で扱っている事項は，従来の「国際取引法」と題
された書籍では必ずしも扱ってこなかった事柄も含んでいる。
　この点，企業が国際的な活動をする際，外国の企業との間におい
て物品を売買するといった狭義の「取引」しか方法がなかった時代
も，かつては確かに存在していた。そのような時代においては，そ
うした狭義の「取引」の国際的な法的規律を扱うだけで，その時代
の要請に応えることができたかもしれない。
　しかし，現代における企業の国際的な活動は，そのような単純な
形態をはるかに超えるものになっている。もちろん，第 2編で扱
うような日本企業と海外企業との間において取引を行う場合の法的
規律も依然として重要である（第 3章～第 6章）。
　しかしそれ以外に，海外に自社の拠点を置いて当該海外市場に対
して直接に自社のサービスを展開するといった形態が，巨大な企業
ではなくとも珍しくなくなっている。その際には，現地の企業の販
売網を利用する形で海外代理店・販売店を置く方法もあるし（第 7

章），海外に支店を置く，あるいは，子会社を設立するといった方
法もある（第 8章）。また，その場合，収益が海外で発生すること
になるため，課税が国際的にどのようになされるかという問題にも
対応しなければならないし（第 9章），単なる売買代金の国際決済
を超えて，複雑な金融取引を国際的に行う必要をも発生させる（第

10章）。さらに，競争法規制・経済安全保障規制・腐敗防止規制の
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国際的な適用にも対応しなければならないし（第 11 章），最近では
人権保護や個人情報保護の観点からの新たな規制の国際的な適用に
も対応しなければならない（第 12章）。もちろん，現地で労働者の
雇用もしなくてはならないため，国際的な労使関係にも対応しなけ
ればならない（第 13章）。
　また，紛争解決という点でも，国家により提供される裁判所とい
う紛争解決システムには，（国家ごとに別異のシステムが併存している

というその基本構造ゆえに）国境を越えて発生する国際紛争を解決す
るのにさまざまな限界があるため（第 14章），ビジネス界が主導し
て構築されたより普遍的な紛争解決システムである国際仲裁が，国
際紛争の実効的な解決に機能を発揮するようになっている（第 15

章）。
　このようにみてくると，企業の国際的な活動の法的規律を対象と
する「国際取引法」は，現代においては大きな広がりをもつに至っ
ており，そうした要請に十分に応えられることを企画段階から心が
けたため，本書は多彩な項目を含んだものになった。もっとも，そ
のように広がりをもったとして，国際的な法的規律を考えるための
基本構造には変わりはなく，そうした構造と理解のために必要な基
本的知識については冒頭に示すこととした（第 1章，第 2章）。

国際ビジネス関係者における意義
　以上のように本書は，現代における国際企業活動を巡る法的規律
の全体像を明らかにすることを試みるものであり，国際ビジネスに
携わる人々にとっては，自身が現在関与している業務が全体の中で
どのように位置づけられるのか，他にどのような分野が関係してい
るのか，そして，そこではどのような問題が新たに発生しているの
か，法的規律という観点から，これらを理解するための手助けにな
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るであろう。
　また，国際ビジネスに関与する弁護士や法務部スタッフにとって
は，現在直面している問題を深く掘り下げるために，前提となる最
低限の法的知識を提供するとともに，どのような分野につきどのよ
うな方向で調査・検討を進めていくべきか，一定の指針を与えるも
のになるであろう。
　それぞれの分野の法学専門書はあまたに存在する。しかし，企業
が国際的に活動する中で直面せざるをえない問題を網羅的に扱おう
とする「国際取引法」においては，必然的に，個々の分野につき深
く掘り下げるのではなく，分野横断的なアプローチをとらざるをえ
ない。そして，そのような分野横断的な法学専門書は意外に少ない
のであり，そうであるがゆえに，上記のような意義を有することが
できると言えよう。

法科大学院生・法学部生における意義
　他方，法科大学院生については，司法試験の選択科目の 1 つであ
る「国際関係法（私法系）」において「国際取引法」が含まれてい
ることから，より実践的な意味において，本書を通じて最新の「国
際取引法」を学ぶことは重要となる。そしてそれは，卒業後の法科
大学院への進学，あるいは予備試験を通じて，将来的に司法試験に
挑戦しようとする法学部生（あるいは他学部の学生）にとっても同様
である。
　ただ，上述のように本書は，「国際取引法」が伝統的に扱ってき
た国際物品売買契約を巡る法的規律に関する説明を超えて，現代に
おいて企業が国際的な活動をするにあたり直面せざるをえない，さ
まざまな分野における問題を網羅的に解説するものである。試験で
出題される可能性が低い分野や問題についての解説であっても，現
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代における実務の現実という観点からはきわめて重要なものばかり
であり，司法試験を意識して本書を手に取ったとしても，是非，こ
れを契機に精読していただきたい。勉強を継続することのモチベー
ションを与えるであろうし，将来において必ず役に立つことも間違
いはない（もちろん，試験対策のための教科書としても本書は有用であ

る）。

グローバル化のさらなる進展と「国際取引法」を学ぶ意義の増大
　現在，世界中で「グローバル化」が進行している。わが国におい
ても，身の回りの品々の中に，純粋な「made in Japan」を探すほ
うが難しくなっている。もちろん，こうした流れに抗おうとする

「反グローバリズム」とよばれる主張も存在するが，しかし，反対
意見を表明したからすぐにその流れを止めることができるような単
純な状態にはもはやない。
　その理由の 1 つは，日本社会における人口減，および，少子高齢
化という現実の中にある。2020 年代半ばの現在，日本の人口は 1
億 2300 万人ほどであるが，この数は次第に減少すると合理的に予
測されている。ある将来予測によれば，2050 年代には 1 億人を割
り込むとされている。
　しかし，これ以上に深刻なのは，全人口に占める若年者層の割合
が急速に低下し，高齢者層の割合が急速に増加しているという問題
である。現在，15 歳未満の子供の割合は 12％ ほどであるが，65 歳
以上の割合は 30％ 弱にまで達している。そして，ある将来予測に
よれば，2040 年には 35％ を超え，2070 年には 40％ 近くまで達す
るとされている。
　この急激な少子高齢化現象については，若年者層の社会保障費の
負担増加との関係で問題視されることが多い。しかし他方で，わが
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国の経済を支える日本企業の業績という点においても，深刻な問題
である。ある地域における人口減は，その地域において売買される
商品の数や提供されるサービスの数の減少を意味する。すなわち，
マーケットの縮小である。加えて，相対的に高齢者は購買活動を積
極的にしない傾向がある。逆に言えば，商品やサービスの購買者の
中心は若年者層であるがゆえに，少子高齢化はマーケットのますま
すの縮小を意味するのである。
　とすると，日本企業は，日本のマーケットだけをターゲットにビ
ジネスを行っている限り，将来の売上は当然に減少していくしかな
く，現在の企業規模や従業員数を維持していくことすら難しくなる
ということになる。
　一方，日本の周辺の「新興国」とよばれている国々においては，
まったく状況が異なっている。とくに，アジアの諸国においては，
たとえば，14 億 4200 万人のインド，14 億 2500 万人の中国，2 億
8000 万人のインドネシア，2 億 4500 万人のパキスタン，1 億 7500
万人のバングラディッシュ等々，ただでさえ莫大な人口を抱える国
が多いうえに，そうした人口がますます増加している国がほとんど
である。加えて，人口に占める若年者層の割合が高く，しかも，そ
うした人々の生活水準が急速に向上している。すなわち，新しいマ
ーケットが，まさにわが国の隣で急拡大しているのである。
　とすると，日本企業がこれからを生き残っていくために何をしな
ければならないのかは，明白であるということになる。すなわち，
アジアを中心に急拡大している新興国マーケットに対して自社の商
品やサービスを効果的に売り込んでいけるかが，今後の事業継続・
拡大の切り札になっているのである。そしてこのことは，一昔前の
現象，すなわち，労働賃金や土地といった生産インフラの安さに着
目して，工場などの生産拠点だけをそうした新興国に移すという形
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での国際化とは，また 1 つ次元を異にする新しい現象であると言え
よう。
　このように，これからの日本にとってグローバル化の進展は必然
であり，企業活動のますますの国際化も急務であるといえよう。そ
うした中，グローバルなコミュニケーションツールとしての英語力
の獲得とともに，「国際取引法」を学ぶ意義はますます増大してい
くと言わざるをえない。本書がそのための一助となれば，これに優
る喜びはない。
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1　運送手段の種類とその選択

運送手段の種類
　物品運送の手段には，船舶による海上運送，航空機による航空運
送，自動車や鉄道による陸上運送がある。これらのうちの複数の手
段を組み合わせたものを複合運送と呼ぶ。
　海上運送を行う船舶は，貨物のサイズ・重量が規格化されたコン
テナ船が主流である。コンテナ船では電源が使用でき，貨物の温度
管理が可能である。ほかに，タンカー（石油），LNG 船（液化天然ガ

第 1節　運　送

第4章�
国際運送・保険・決済

　国際物品売買取引において物品を受け渡す際には，その当事者のい
ずれかによって物品の運送が運送業者に委託される。運送中に物品に
トラブルが発生した場合に備えて，そのリスクを負担する当事者が保
険をかける（以上について，→第 3章第 4節も参照）。代金の支払いは銀
行を介して行われるのが通例であるが，さまざまな方法がある。本章
では，このように国際物品売買取引の実行に付随して重要となる運
送・保険・決済について学ぶ。
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ス），自動車専用船（自動車），ドライバルク船（鉄鉱石等）といった
貨物の種類に応じた船舶や，クレーンを備え大型貨物を積み込むこ
とができる船舶，RORO 船というトラックやトレーラーが自走し
て貨物を積み込むことができる船舶もある。航空運送でも，航空機
の形状に合った航空コンテナが用いられる。また，航空機には長尺
の貨物や重量物（約 100 トン）を積載できるものもある。鉄道によ
る運送はコンテナが中心となる。コンテナは自動車での運送との連
携も可能である。

コンテナ輸送

（筆者撮影： 4-1も参照）

運送手段の選択
　島国である日本からまたは日本への物品運送においては，海上ま
たは航空運送が必須となる。
　運送にかかる日数は，（短）航空運送＜陸上運送＜海上運送（長）
となる。欧州や米国に 10 数時間＋諸手続の時間で届けられる航空
運送に対し，海上運送では 2 週間から 1 か月以上を要することもあ
る。
　反対に，運送賃は，（安）海上運送＜陸上運送＜航空運送（高）
となる。ただし，海上運送においては，運送賃以外の費用（梱包費

用や諸手続の費用等）がかさむことに加え，運送期間や水濡れ等の危
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険から，保険料が高くなることに留意しなければならない。
　複合運送では，どこで運送手段を切り替えるかも問題となる。た
とえば，日本から米国・シカゴまでのコンテナ運送の場合，シアト
ル・タコマ等の西海岸の港まで海上運送により，港からシカゴまで
は大陸横断鉄道運送を用いることが多い。東海岸のニューヨーク港
を利用するより早く到着する上，パナマ運河（通航できる船舶の大き

さに制限があり，高額の通航料がかかる）を通過する必要がない。

2　海 上 運 送

国際海上物品運送を規律するルールの成り立ち
　海上運送はリスクの大きな運送手段である。運送人は，航海には
避けることのできない危険が伴うことから，運送契約の条件として
自らの免責を定め（→その分のリスクは荷主が負うことになる），その
範囲を拡大していった。そのような契約条件は通例，大量の運送を
引き受けることになる運送人が作成した約款によって決定される。
しかし，運送人が約款の内容を自由にできることで当事者間の不公
平が生じ，運送契約の内容に対する強行的な規制が必要とされるよ
うになった。また，こうした海上運送は国際的な運送となるため，
そのような規制については国際的な統一が要請され，条約として規
律されてきた。

日本が加盟する条約
　日本は，1924 年の「船荷証券に関するある規則の統一のための
国際条約」（ヘーグ・ルール）および 1979 年のヘーグ・ルール改正議
定書（ヘーグ・ヴィスビー・ルール）を批准し（ 4-2：締約国一覧），
その内容を国内法化する国際海上物品運送法を制定・改正した。条
約の直接適用はなく，国際海上物品運送法が次項の条件に該当する
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かぎりで適用される。
　これらの内容は，①運送人が損害賠償責任を負わなければならな
い場合を強行的に定めて特約を禁止するとともに，②運送人の損害
賠償責任の限度を定めることを主軸とする（なお，3で述べる航空運

送に関する条約も同様である）。

Column 4-1 　ハンブルク・ルールとロッテルダム・ルール

　ヘーグ・ルールおよびヘーグ・ヴィスビー・ルールは先進国を中心に
作成されたため，運送人を擁する海運国に有利であると，荷主側となる
開発途上国から批判された。そこで，1978 年に採択されたのが「海上
物品運送に関する国際連合条約」（ハンブルク・ルール）（ 4-3：締約国一
覧）である。ハンブルク・ルールでは，航海上の過失による免責を否定
したり，損害賠償限度額を増額したりするなど，比較的運送人の責任が
重くなっている。さらに，2008 年には，法の再統一を目指して「全部
又は一部が海上運送による国際物品運送契約に関する国際連合条約」

（ロッテルダム・ルール）（ 4-4：締約国一覧）が採択された（未発効）。ロ
ッテルダム・ルールは，これまでのルールと同様に当事者間の利益調整
を試みるとともに，複合運送や電子船荷証券に関する規定も備えている。

国際海上物品運送法の適用範囲
　国際海上物品運送法は，問題となっている運送契約の準拠法が日
本法となり（→第 2章第 2節），かつ，船舶による物品運送で船積港
または陸揚港が本邦外にあるものである場合に適用される（1 条前

段）。海上物品運送契約には，航海傭船契約（船舶の全部または一部を

貸し切り，そこに積載された物品を運送する契約）と個品運送契約
（個々の特定の物品を運送する契約）があるが，本法はいずれも対象と
する（ただし，前者に対しては，後述する特約禁止が原則として及ばない）。
　なお，同法において運送人の責任を減じるいくつかの規定は，運
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お わ り に

　本書の共同編者の一人である私は，ここ数年，在住する東京から
関西に出張する際，その行き帰りのどちらかに東海道新幹線の「岐
阜羽島」駅で途中下車することを習慣にしている。そこから車で
30 分ほど行った小さな町に，最も親しい友人であった古田啓昌弁
護士のご実家があり，そちらを訪ねて古田先生のご位牌にお線香を
あげて，古田先生のお母様とさまざまなお話をすることが目的であ
る。
　本書の企画は，古田先生がご存命の時に，新進気鋭の若手研究者
たち（小川和茂先生，羽賀由利子先生，小池未来先生）が古田先生に企
画の中心になってもらうことをお願いしたことから始まった。古田
先生は，わが国を代表する国際弁護士の一人であると同時に，国際
民事紛争処理に関するさまざまな優れた書籍や論文を発表しており，
さらに，母校である東京大学を中心にいくつかの大学で教鞭もとら
れていた。法制審議会等を通じて立法作業にも関与しており，まさ
に本書のテーマである「国際取引法」に関する実務と理論の双方に
おけるわが国の第一人者であった。そうでありながら，学会や研究
会における古田先生は，一方で鋭い質問で法的な議論をリードしつ
つ，他方で議論終了後には若手研究者たちとフランクに交流する優
しい先輩であり，そんな古田先生に，若手研究者が本書の編者をお
願いしたことは，至極当然の流れであった。
　ところが，2021 年 12 月，古田先生は突然にこの世界から去って
しまった。
　初めて古田先生にお会いしたのは 1992 年のことであった。米国
ハーバード大学での留学中に書き始めた「国際訴訟競合」に関する
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ご自身の論文の中で生じた疑問点につきヒントを得るため，東京大
学の法学研究室で国際民事手続法の研究を始めたばかりの私を，古
田先生はわざわざ訪ねてくれたのであった。それ以来，同じ分野を
研究する同士としてさまざまに議論を絶やしたことはなく，また，
長年に亘って大学での講義も共同で担当した。さらに，私自身が弁
護士登録を行い実務に参入してからは，実務家として同一事件の解
決に共同で奔走することも少なくはなかった。近年においては，

「国際仲裁の活性化に向けた基盤整備」という国家プロジェクトに
共同で関与し，さまざまな成果があがりつつあった。そうした中，
30 年に及ぼうとする古田先生との親交が，突然に絶たれてしまっ
たのであった。ご逝去の報に接した当時の私はまったくもって茫然
として，しばらくの期間，何もできなくなった。
　そのことは上記の 3 人の若手研究者においても同様であったが，
このままではせっかくの本企画が実現せずに終わってしまう。そこ
で彼らは，当初から私を共同編者に加えることが古田先生のお考え
であったことを理由に，古田先生の代役として私を指名してくれた。
本企画が流れてしまえば古田先生も心残りであろうから，私にとっ
て断る理由はない。またそのような経緯を踏まえ，「国際取引法」
分野においては現在のわが国の第一人者である森下哲朗先生も，共
同編者として本企画を支えてくれることになった。森下先生も，学
会や研究会で古田先生と長らく研究活動をともにしており，また，
同じ時期に東大の法学研究室の門を叩いて以来，私とも 30 年以上
に亘りさまざまに研究活動をともにしてきた方である。
　以上のような経緯の末，古田先生の代役として，森下先生ととも
に本書の編集作業を行わせていただき，本書は完成に至った。森下
先生の大所高所からのご指導には，厚く御礼を申し上げたい。もっ
とも，編集作業の実質については，上記 3 人の若手研究者の力によ
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るものも非常に大きい。ここに記して，感謝の意を表したい。また，
内容面に関しては，その 3 人の若手研究者が，同世代の他の新進気
鋭の若手研究者に声がけをしてくれ，その先生方が執筆者として参
加してくれることで，このように素晴らしい内容の書籍として結実
することができた。そのための全執筆者の並々ならぬ努力に対して，
どのように謝辞を述べてよいのかわからない。あらためて心からの
御礼を申し上げたい。
　さらに，企画段階から執筆段階，最終的な編集作業の段階という
すべての過程において，株式会社有斐閣の一村大輔氏の懇切丁寧な
アレンジ，叱咤激励がなければ，本書が完成することは決してなか
った。一村氏に対しては，最大限の感謝の意を表したい。また，編
集作業の後半で献身的なご努力をいただいた同社の入田萌衣氏に対
しても，御礼を申し上げたい。
　古田先生のご逝去の 2 週間前に受け取った最後の電子メールは，
以下のような内容のものであった。「昨日は本当に有り難うござい
ました。持つべきものは良き友人と再認識しました」。それは，少し
健康を害していた古田先生を元気づけるため，一緒に JAZZ のラ
イブ演奏を楽しんだ翌朝の便りであった。古田先生に代わって編者
を務めさせていただいた本書がついに完成した今，本書を読了した
天国の古田先生が，もう一度だけ言ってくれるとしたら，これ以上
の私の喜びはない。「持つべきものは良き友人と再認識しました」と。

本書を亡き古田啓昌先生に捧ぐ

2024 年 8 月 15 日

編者を代表して

早川　吉尚
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